
新見市やる気・元気コミュニティビジネス応援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域の資源を有効に活用し、地域コミュニティ及び地域経済の活性

化を図るため、これに資する取組を行う団体に対し、予算の範囲内において新見市やる

気・元気コミュニティビジネス応援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ことについて、新見市補助金等交付規則（平成１７年新見市規則第６３号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業者は、次の各号に掲げる要件を全て満たす団体と

する。ただし、同一事業者への補助金の交付は、同一年度内において１回限りとする。 

（１） 主たる活動拠点を市内に置くこと。 

（２） 団体の構成員が３親等以内の親族のみでないこと。 

（３） 定款又は規約を有していること。 

（４） 会社法（平成１７年法律第８６号）で定める会社でないこと。 

（５） 団体の構成員が新見市暴力団排除条例（平成２３年新見市条例第３２号）第２

条第３号に規定する暴力団員等でないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号に掲げる要件を全て満たす、次条の

補助対象経費の額が５万円以上の事業とする。 

（１） 市内の地域資源を有効に活用する事業 

（２） 将来的に収益を得ながら継続的に実施できる事業 

２ 前項の規定にかかわらず、当該事業が次の各号のいずれかに該当するときは、補助の

対象としない。 

（１） 市等から他の補助金等の交付を受けている事業 

（２） 宗教又は政治活動を目的とする事業 

（３） 公序良俗に反する事業 

（４） 特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

（５） イベントなど期間を限定して行う事業 

（６） その他市長が補助の対象としないことが適当であると認める事業 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、事業の実

施に直接必要なもののうち、別表に掲げる経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費については補助の対象としない。 

（１） 団体の構成員に対する人件費及び旅費 

（２） 施設、設備等の維持管理費 

（３） 用地取得費及び工事請負費 

（４） 団体が支払ったことが明確に確認できない経費 

（５） その他市長が社会通念上適切でないと認める経費 



（補助金額等） 

第５条 補助金額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額以内とし、補助金の交付限

度額は５０万円とする。 

２ 前項の補助金額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、新見市やる気・元気コミュニティビジネス

応援事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に次の関係書

類を添えて市長へ提出しなければならない。 

（１） 事業計画書 

（２） 収支計画書 

（３） 団体の規約等及び名簿 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、新見市やる気・元気コミュニティビジネス応援事業補助金交付決定

通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の際に、識見を有する者の意見を聴くことができる。 

（補助事業の変更） 

第８条 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、補助金に係る事業

（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとするとき、又は補助事業を中止し、

若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ新見市やる気・元気コミュニティビジネ

ス応援事業補助金（計画変更・中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を提出し、市長

の承認を得なければならない。ただし、事業の目的達成に影響のない軽微な変更につい

ては、この限りでない。 

（補助金の実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、事業の完了の日から起算して２０日

を経過した日又は事業の完了の日が属する年度の３月３１日のいずれか早い期日までに

新見市やる気・元気コミュニティビジネス応援事業補助金実績報告書（様式第４号。以

下「実績報告書」という。）に次の関係書類を添えて市長へ提出しなければならない。 

（１） 事業報告書 

（２） 収支決算書 

（３） 団体が支出したことが証明できる書類（領収書等） 

（４） 事業の実施状況が確認できる書類（写真、成果物等） 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査

し、適当と認めたときは、新見市やる気・元気コミュニティビジネス応援事業補助金確

定通知書（様式第５号。以下「確定通知書」という。）により、補助事業者に通知する

ものとする。 



（補助金の請求） 

第１１条 前条の規定により、補助金の確定通知書を受けた者は、新見市やる気・元気コ

ミュニティビジネス応援事業補助金請求書（様式第６号）により、補助金の支払を請求

するものとする。 

２ 前条の規定にかかわらず、事業の実施に際し、特に必要があると認められる場合に限

り、第７条の規定により通知した額の７割を上限として補助金の概算払を認めるものと

する。 

３ 前項の規定による補助金の概算払を受けようとする者は、新見市やる気・元気コミュ

ニティビジネス応援事業補助金概算払請求書（様式第７号）により、補助金の概算払を

請求するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、第８条の規定による補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び

次に掲げる各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付決定の全部又は一部を取

り消すことができる。 

（１） 補助事業者が規則又はこの要綱若しくはこれらに基づく市長の処分又は指示に

違反した場合 

（２） 補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３） 補助事業者が補助事業に関して不正、怠慢その他不適切な行為を行った場合  

（４） その他交付決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継

続する必要がなくなった場合 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合

において、当該取消に係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期限を

定めてその返還を求めるものとする。 

（その他） 

第１４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、平成３２年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

費目 経費内訳 

報償費 有識者・アドバイザー等への謝礼等 

旅費 有識者・アドバイザー等への旅費 



需用費 消耗品費 

印刷製本費 

光熱水費 

役務費 通信運搬費 

広告料 

各種手数料 

保険料 

委託料 マーケティング調査等委託料 

商品開発委託料 

使用料及び賃借料 施設借上料 

各種リース料 

原材料費 事業に直接必要となる原材料等購入費 

その他経費 上記以外で市長が認める経費 

 


